
次期５ヶ年計画策定に向けた取組について

１ 現在の状況について

 現在進めている５ヶ年計画は、平成 29 年度から令和３年度までの５ヶ年となっており、
継続して減災にかかる取組を推進していく必要があると考えていることから、次期５ヶ年

計画（令和４年度から令和８年度）を策定したいと考えています。

２ 策定内容

 別紙のとおり、現在の５ヶ年計画では、河道掘削・立ち木伐採、水位計設置、水位周知河

川指定、洪水浸水想定区域指定の計画を進めておりますが、現計画で抽出された河川以外に、

新たに取組む必要がある河川を抽出し、次期５ヶ年計画（案）を策定したいと考えています。

なお、河道掘削・立ち木伐採の実施河川については、流域治水協議会での取組となりますの

で、今回の次期５ヶ年計画の中からは除外することとしています。

 また併せて、減災に係る取組方針についても策定することとしており、資料３の「平成 29
年度～令和２年度までの取組状況（中間報告）」を踏まえ、継続して取組む必要があるもの

や、現在の取組で目標が達成されたものなどを整理のうえ、新たに取組方針（案）を策定し

たいと考えています。

３ 今後の進め方

 以下のスケジュール及び作業内容で次期５ヶ年計画及び減災に係る取組方針（案）を作成

し、令和３年度末に予定している大規模氾濫減災協議会において、取組を決定したいと考え

ています。

スケジュール 作業内容
令和３年６月～７月 振興局土木部及び土木センターに次期５ヶ年計画（案）を提示
令和３年８月～９月 各市町村へ次期５ヶ年計画（案）を提示
令和３年10月～11月 次期５ヶ年計画（案）とりまとめ
令和３年12月～令和４年1月 減災に係る取組方針（案）作成
令和４年２月 幹事会開催
令和４年３月 協議会を開催し、取組を決定。
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河道掘削・立ち木伐採の実施河川 

市町村 河川名 

宮古市 閉伊川、近内川、長沢川、刈屋川、津軽石川等 

大船渡市 盛川、甫嶺川等 

久慈市 久慈川、鳥谷川、長内川、夏井川、小屋畑川、戸呂町川、遠別川、大沢田川等 

陸前高田市 気仙川、矢作川等 

釜石市 甲子川、鵜住居川等 

住田町 気仙川、大股川等 

大槌町 大槌川、小鎚川等 

山田町 津軽石川、関口川等 

岩泉町 小本川、大川、長内川、清水川、安家川等 

田野畑村 普代川、明戸川、川平川、松前川等 

普代村 茂市川等 

野田村 明内川、泉沢川等 

洋野町 有家川、高家川等 

※ 河道の堆積状況等を踏まえて実施河川は適宜変更を行うもの。 

現在の５ヶ年計画



水位周知河川指定５ヶ年計画

年次 指定河川 

H29 ２河川 小本川（岩泉町）、安家川（岩泉町） 

H30 10 河川 稗貫川（花巻市）、松川（八幡平市）、胆沢川（奥州市）、 

雫石川（雫石町）、馬淵川（葛巻町）、北上川（岩手町）、 

和賀川（西和賀町）、閉伊川（宮古市）、普代川（普代村）、 

宇部川（野田村、久慈市） 

R1 ２河川 人首川（奥州市）、諸葛川（滝沢市、盛岡市） 

R2 ２河川 千厩川（一関市）、大川（一関市） 

R3 
４河川 

小烏瀬川（遠野市）、小本川（岩泉町）、安家川（岩泉町）、 

岩崎川（紫波町、矢巾町）、刈屋川（宮古市）、長沢川（宮古市） 

合計 20 河川  

※  R3 に予定の小本川及び安家川は河川改修事業完了後に基準水位等の見直しを行うもの。 

※  年次計画は予算の状況等により変更があるもの。 

現在の５ヶ年計画



水位計設置５ヶ年計画

年次 水位計設置河川 

H29 ４河川 小本川（岩泉町）、刈屋川（宮古市）、長沢川（宮古市）、 

浦浜川（大船渡市） 

H30   

R1 ３河川 久慈川（久慈市）、葛根田川（雫石町）、大野川（洋野町） 

R2 ２河川 普代川（田野畑村）、大川（岩泉町） 

R3 ２河川 田代川（宮古市）、川尻川（洋野町） 

合計 11 河川  

※  年次計画は予算等の状況により変更があるもの。 

現在の５ヶ年計画



洪水浸水想定区域指定５ヶ年計画

 指定河川 

H29 1 河川 夏川（一関市） 

H30 14 河川 簗川（盛岡市）、北上川（盛岡市、岩手町）、松川（盛岡市、八幡平市）、

猿ヶ石川（遠野市）、早瀬川（遠野市）、砂鉄川（一関市）、 

曽慶川（一関市）、猿沢川（一関市）、衣川（一関市、平泉町）、 

馬淵川（二戸市、一戸町、葛巻町）、安比川（二戸市、八幡平市）、 

気仙川（陸前高田市、住田町）、大股川（住田町）、小本川（岩泉町） 

R1 ５河川 雪谷川（軽米町）、瀬月内川（九戸村）、甲子川（釜石市）、 

鵜住居川（釜石市）、盛川（大船渡市） 

R2 12 河川 閉伊川（宮古市）、矢作川（陸前高田市）、津軽石川（宮古市、山田町）、

久慈川（久慈市）、夏井川（久慈市）、長内川（久慈市）、 

大槌川（大槌町）、小鎚川（大槌町）、関口川（山田町）、 

雫石川（雫石町）、和賀川（西和賀町）、稗貫川（花巻市） 

R3 12 河川 普代川（普代村）、宇部川（野田村、久慈市）、安家川（岩泉町）、 

胆沢川（奥州市）、諸葛川（滝沢市、盛岡市）、 

岩崎川（紫波町、矢巾町）、人首川（奥州市）、千厩川（一関市）、 

大川（一関市）、小烏瀬川（遠野市）、刈屋川（宮古市）、 

長沢川（宮古市）、小本川（岩泉町） 

合計 44 河川  

※ R3 予定の小本川は河川改修事業完了後に洪水浸水想定区域の見直しを行うもの。 

※ 年次計画は予算の状況等により変更があるもの。 

現在の５ヶ年計画
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「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく 

三陸圏域の減災に係る取組方針 

平成 29 年 12 月 26 日 

三陸圏域洪水減災対策協議会 

宮古市・大船渡市・久慈市・陸前高田市・釜石市・住田町・大槌町・山田町・ 

岩泉町・田野畑村・普代村・野田村・洋野町・気象庁盛岡地方気象台・岩手県 

資料９

陸前高田市 水防訓練 

次期５ヶ年計画策定に併せ、取組方針の改定を行います。
こちらについても、別途照会させていただきます。
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１．はじめに 

平成28年８月30日17時半頃に大船渡市付近に上陸（気象庁による昭和26年の統計開始以

来、初めて東北地方太平洋側に上陸）した台風第10号に伴う大雨、洪水等により、本県沿

岸北部を中心に甚大な被害をもたらしました。 

台風第10号災害で得られた教訓、さらには近年多発する局地的大雨や集中豪雨等に対応

するためには、河川に係るハード整備とソフト対策を一体的に進める必要があることから、

平成29年５月24日に国、県、市町村により構成する三陸圏域洪水減災対策協議会を設立し

ました。 

当該圏域の水防災に係る現状及び課題や、平成 29 年６月の水防法の一部改正に伴い国

土交通省で取りまとめた「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画に基づき、平

成 29 年度からの５年間で各構成機関が一体的・計画的に取り組む事項について検討を進

め、今般、その結果を「三陸圏域の減災に係る取組方針」としてとりまとめたところです。 

今後、本協議会の各構成機関は、本取組方針に基づき連携して減災対策に取り組み、毎

年出水期前に本協議会を開催し、進捗状況を定期的に確認するなどフォローアップを行い

ます。 
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２．本協議会の構成員 

本協議会の構成員とそれぞれの構成員が所属する機関（以下「構成機関」という。）は、

以下のとおりです。 

構成機関 構成員 

宮古市 市 長 

大船渡市 市 長 

久慈市 市 長 

陸前高田市 市 長 

釜石市 市 長 

住田町 町 長 

大槌町 町 長 

山田町 町 長 

岩泉町 町 長 

田野畑村 村 長 

普代村 村 長 

野田村 村 長 

洋野町 町 長 

気象庁 盛岡地方気象台 盛岡地方気象台長 

岩手県 総務部 総務部長 

岩手県 県土整備部 県土整備部長 

岩手県 沿岸広域振興局土木部 部長 

岩手県 沿岸広域振興局土木部 大船渡土木センター 所長 

岩手県 沿岸広域振興局土木部 宮古土木センター 所長 

岩手県 沿岸広域振興局土木部 岩泉土木センター 副所長 

岩手県 県北広域振興局土木部 部長 
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３．現状の取組状況及び課題 

三陸圏域における減災対策について、各構成機関において現状の取組や課題を確認し

た結果は、以下のとおりです。（別紙-1 参照） 

【ハード対策】 

□現状 

・ 洪水対策として、堤防等の整備を実施している。 

・ 堤防、ダム及びその他の河川管理施設が本来の機能を発揮できるような良好な状態

を持続させるため、維持管理を実施している。 

・ 既設ダムの機能を有効活用し、洪水時の防災操作を実施している。 

■課題 

・  近年多発する局地的大雨や集中豪雨等の影響により、施設能力を上回る大規

模水害が発生することが懸念される。 
課題１ 

水門点検

立ち木伐採の状況 

水門点検活動状況

河道掘削の状況 

水門点検活動状況
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【ソフト対策】 

① 安全な避難行動の現状と課題 

□現状 

・ 洪水浸水想定区域図や浸水実績図を作成し、ホームページ等で周知している。 

・ 市町村では、洪水ハザードマップを作成し住民への配布やホームページ等で周知し

ている。 

・ 市町村では、消防団、自主防災組織、町内会や自治会と協力して避難誘導を行って

いる。 

・ 避難行動要支援者の避難誘導が迅速に行われるように配慮している。 

・ 県と市町村においてホットラインを構築し、河川の水位情報等を伝達している。 

・ 台風接近時等においては、岩手県風水害対策支援チームから市町村に対して助言や

情報提供を行っている。 

・ 盛岡地方気象台と市町村においてホットラインを構築し、避難勧告等の発令に資す

る助言等を行っている。 

・ 市町村では、避難勧告等の発令に関する基準を定め、地域防災計画に明記してい

る。 

・ 県では、「岩手県河川情報システム」により雨量や水位の情報を提供している。 

・ 盛岡地方気象台では、気象警報等を発表し、ホームページ等で周知している。 

・ 市町村では、住民に対して、防災行政無線、登録制メール、広報車、SNS 等により

避難に係る情報等を伝達している。 

・ 要配慮者利用施設に対して避難確保計画の策定を行うように指導を行っている。 

岩手県風水害対策支援チームの活動状況 
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■課題 

・ 大規模な洪水に対応した避難場所や避難経路の見直しが必要である。 

  また、避難場所や避難経路について、住民への周知が十分でないおそれが

ある。 

・ 住民が的確かつ迅速に避難できるように誘導標識の整備が必要である。 

課題２ 

・ 東日本大震災津波の地盤沈下や土地利用等を踏まえて、洪水浸水想定区域

の見直しを図る必要がある。 

・ 水防法の改正を踏まえて、想定最大規模の降雨による洪水浸水想定区域の

指定を進める必要がある。 

課題３ 

・ 避難誘導にあたる消防団員等の確保が難しい。 課題４

・ 避難勧告の意味が住民に理解されていないおそれがある。 課題５ 

・ 深夜や早朝における避難勧告発令のタイミングの見極めが難しい。 課題６ 

・ 水位や雨量に係る情報の取得方法が十分に浸透していないおそれがある。

・ 暴風時など騒音にかき消され防災行政無線や広報車の放送が届きにくく、

住民に情報が伝わらないおそれがある    

・ 数値情報や文字情報では洪水の状況が住民に伝わらず避難行動につなが

らないおそれがある。 

課題７ 

・ 要配慮者利用施設が円滑に避難確保計画を策定し、訓練実施ができるよ

う、行政の支援体制の確立が必要である。 
課題８ 
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②地域防災力の維持・継続・強化に関する現状と課題 

□現状 

・ 盛岡地方気象台では、市町村等が主催する講演会や研修会等に講師を派遣し、気象

防災等に係る講義を行っている。 

・ 市町村では、町内会や自治会、自主防災組織を対象とした出前講座や水防訓練等を

開催している。 

・ 盛岡地方気象台では、小中高の児童・生徒や教職員に対し、気象災害や防災気象情

報等に係る出前講座を行っている。 

・ 市町村では、小中学校に対して水防災に係る出前講座を実施している。 

・ 水防災に特化したものではないが小中学校教職員を対象とした防災教育実践発表会

を開催し、各校の実践を共有している。  

・  総合防災訓練に併せて、防災教育や避難行動シュミュレーションなどのワークショップを行

っている。 

■課題 

・地震・津波に比べて、水防災に関する防災訓練の回数が少ないため、洪水

や避難に関する住民意識が低い。 
課題９ 

・小中学生に対して、水防災に係る重要性を教育する機会や、防災訓練を実

施する機会が少ない。 
課題 10 

学校における総合学習の実施状況 

自主防災組織等における説明会、研修会の実施状況 
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③ 人命と財産を守る取組の現状と課題 

□現状 

・ 水防団員の確保に向けて広報活動を行っている。 

・ 市町村では、町内会や自治会、自主防災組織を対象とした出前講座や水防訓練等を

開催している（再掲）。 

・ 水防団への河川の水位等に係る情報提供は、消防本部や災害本部から無線等により

伝達している。 

・ 河川の巡視は重要水防箇所を中心に実施している。 

・ 水防倉庫に、土のう、スコップ、ビニールシートなどの水防資機材を保管してい

る。 

・ 庁舎が水害により被災した場合に災害対策本部を設置する代替施設を設定してい

る。 

・ 排水ポンプ等の操作は水防団等に委託している。 

水防訓練 

関係機関による水防訓練 

排水活動 

防災エキスパートによる工法指導 



8 

■課題 

・ 高齢化により水防団員の確保が難しい。 

・ 水防団員の減少や高齢化等により、地域の水害リスクの情報の共有や水防技

術が伝承されないおそれがある。

・ 水防団員に欠員が生じている地区もあり、水防活動に制約が発生してい

る。 

課題 11 

・ 水防団全員に必要な情報が伝達されないことがある。 課題 12 

・ 夜間の巡視などは危険があるため、安全に水位を確認できる体制が必要で

ある。 
課題 13 

・ 大規模水害時には、水防資機材が不足するおそれがある。 

また、資材の使用頻度が少ないため、経年劣化の懸念がある。 

・ 停電状態に陥った場合、発電機等の設置や給油が困難である。 

課題 14 

・ 庁舎が被災した場合の代替施設において非常用電源等が整備されていな

い。 

・ 大規模水害時には排水施設等の機能の低下、停止の懸念がある。 

課題 15
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４．減災のための目標 

円滑かつ迅速な避難や的確な水防活動を実施するため、各構成機関が連携して５年間

で達成すべき目標は以下のとおりです。 

【５年間で達成すべき目標】 

水位周知河川の運用を軸とした防災体制の構築を進め、大規模洪水時に

おける「逃げ遅れゼロ」の達成を目指す。

【目標達成に向けた取組】 
◆ハード対策 

 〇洪水氾濫を未然に防ぐ対策 

 〇河川管理施設の治水機能を正常に保ち、有効に活用する取組 

 〇避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備 

◆ソフト対策 

〇安全な避難行動のための取組 

 〇地域防災力を維持・継続・強化するための取組 

 〇人命と財産を守るための取組 
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５．概ね５年で実施する取組

氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意識社会」を

構築することを目的に、各構成機関が取り組む主な内容は次のとおりです。（別紙-2 参

照） 

なお、県管理河川の水防災意識社会再構築の取組については、国から防災・安全交付金

等により支援を受けて進めます。 

１）ハード対策の主な取組 

平成 28 年８月の台風第 10 号からの被害等を踏まえて、小本川等の河川改修を進

めます。 

また、河道の適切な維持を図るため河道掘削や立ち木伐採を着実に進めます。 

■洪水氾濫を未然に防ぐ対策

番号 主な取組項目 課題対応 目標時期 取組機関 

1-1 

【23】 

<小本川、安家川、刈屋川、長

沢川、気仙川、甲子川、近内川

等> 

・ 堤防整備、河道掘削等 

課題１ 継続実施 岩手県 

1-2 

【23】 

・ 河川の適切な維持管理（河

道掘削、立ち木伐採） 

※ 河道掘削・立ち木伐採

の実施河川は別紙３の

とおり  

課題１ 継続実施 岩手県 

■河川管理施設の治水機能を正常に保ち、有効に活用する取組

番号 主な取組項目 課題対応 目標時期 取組機関 

2-1 

【26】 

・ ダムの適切な維持管理や効的

な操作、樋門・樋管のフラッ

プ化等の無動力化 

課題１ 継続実施 岩手県 

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備 

番号 主な取組項目 課題対応 目標時期 取組機関 

3-1 

【5】 

【12】 

・ 雨量、水位等の観測データ及

び洪水時の状況を把握・伝達

するための基盤整備の強化

（水位計・危機管理型水位計・

水位監視カメラの増設等） 

※ 水位計設置の５ヵ年計

画は別紙５のとおり  

課題７ 

課題 13 
継続実施 岩手県 
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番号 主な取組項目 課題対応 目標時期 取組機関 

3-2 

・ 住民への情報伝達体制の充実

（防災行政無線戸別受信機、

防災ラジオの配布等） 

課題７ 継続実施 市町村 

3-3 

【21】 

・ 水防活動を支援するための水

防資機材等の配備・強化 
課題 14 継続実施 

市町村 

岩手県 

3-4 

【20】 

・ 浸水域における防災拠点施設

や排水施設の耐水性の確保・

非常用電源の整備等 

課題15 継続実施 
市町村 

岩手県 

水位計設置状況 水位計設置状況 

水位監視カメラの設置状況 

水位監視カメラ 

水位監視カメラの画像配信イメージ 
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２）ソフト対策の主な取組 

各構成機関が実施するソフト対策のうち、主な取組項目・目標時期・取組

機関については、以下のとおりです。    

① 安全な避難行動のための取組 

番号 主な取組項目 課題対応 目標時期 取組機関 

〇 水害リスクに関する情報提供等の充実 

4-1 

【10】 

【30】 

・ 想定最大規模の降雨によ

る水害リスクの公表（洪

水浸水想定区域、浸水継

続時間、家屋倒壊等氾濫

想定区域） 

※ 洪水浸水想定区域の指定

５ヵ年計画は別紙６のと

おり

課題３ 
平成29年度 

から５年間 
岩手県 

4-2 

【9】 

【10】 

・ 水害リスクや避難に関する

情報の住民周知（浸水実績

図、ハザードマップの作

成、防災情報入手のサポー

ト等） 

課題３ 

課題７ 
継続実施 

市町村 

岩手県 

4-3 

【6】 

・ 大規模な洪水災害に対応し

た避難場所、避難経路の設

定（広域避難を含む）や、

避難誘導看板・洪水痕跡等

の表示 

課題２ 
平成29年度 

から順次実施 
市町村 

4-4 

【4】 

・ 水位周知河川の指定拡大 

※ 水位周知河川の指定５ヵ年

計画は別紙４のとおり 

課題７ 
平成29年度 

から５年間 
岩手県 

4-5 

【3】 

・ 水害対応タイムラインの 

作成       
課題６ 

平成29年度 

から順次実施 

市町村 

岩手県 

〇 住民自らが避難行動を行うために必要な情報提供の充実 

4-6 

【5】 

・ 洪水に関する各種情報（水

位情報、避難情報等）の発

信、避難勧告に係る住民へ

の理解促進 

課題５ 

課題７ 
継続実施 

市町村 

岩手県 

4-7 

・ 近年の局地化・集中化・激

甚化する雨の降り方に対応

した防災気象情報の提供 

課題７ 継続実施 
盛岡地方

気象台 
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○水害リスクに関する情報提供等の充実 

○住民自らが避難行動を行うために必要な情報提供の充実 

近年の雨の降り方に対応した防災気象情報の提供 

注意報級・警報級・特別警報級の現象が予想さ

れる期間を「危険度を色分けした時系列」で提供 

台風等対応のタイムライン支援の観点から、 

数日先までの警報級の現象になる可能性を提供 

道路や河川、鉄道等の地理情報と重ね合わせた

洪水警報の危険度分布を提供 

洪水浸水想定区域図やハザードマップを公表 

ハザードマップや 

洪水浸水想定区域図の 

閲覧が可能 

洪水浸水想定区域図ハザードマップ
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② 地域防災力を維持・継続・強化するための取組 

番号 主な取組項目 課題対応 目標時期 取組機関 

〇 ＰＤＣＡサイクルを取り入れた自助・共助・公助の連携 

5-1 

【9】 

【17】 

・ 避難勧告に着目した住民参

加の実践的な訓練の実施 

課題５ 

課題９ 
継続実施 

市町村 

岩手県 

5-2 

 【7】 

・ 要配慮者利用施設等の避難

計画の作成及び訓練の 

実施・促進 

課題８ 平成33年度 
市町村 

岩手県 

5-3 

【6】 

・ 隣接市町村との情報共有・

連携（広域避難体制等） 
課題２ 継続実施 市町村 

〇 住民自らが避難行動を行うために必要な情報提供の充実 

5-4 

【17】 

・ 自主防災組織や地域住民を

対象とした、水害リスクや

防災に関する知識の普及

（説明会、出前講座の実施

等） 

課題５ 

課題９ 
継続実施 

市町村 

岩手県 

盛岡地方

気象台 

5-5 

【11】 

・ 教育関係者と連携した、児

童・生徒等を対象とした防

災に関する知識取得の強化

（出前授業の実施、指導計画

の共有等） 

課題 10 継続実施 

市町村 

岩手県 

盛岡地方

気象台 

児童・生徒等対象とした防災に関する知識取得の強化普及（出前授業） 
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○ＰＤＣＡサイクルを取り入れた自助・共助・公助の連携 

防災・減災に向けた、サイクル型の実働訓練 

～実践・評価・改善～ 

取組イメージ 

適切な「避難行動」のための仕組みづくり 

住民の意識啓発や積極的な関わりを推進する 

自助・共助・公助の役割をしっかり確認する 
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③ 人命と財産を守るための取組 

番号 主な取組項目 課題対応 目標時期 取組機関 

6-1 

【15】 

・ 水防団や地域住民への、洪

水に対するリスクが高い箇

所の確実な伝達（重要水防

箇所合同巡視、点検） 

課題７ 

課題 12 
継続実施 

市町村 

岩手県 

6-2 

【16】 

・ 水防体制の確保、強化を図

る継続的な取組と新たな手

法の導入（水防団等の募

集・指定の促進、地域の事

業者による水防実施体制の

検討・構築等） 

課題４ 

課題 11 
継続実施 市町村

6-3 

【18】 

【19】 

・ より的確な人命と財産を守

るための情報の積極的な提

供（水防団等及び水防団等

同士の連絡体制の再確認、

浸水想定区域内の市町村庁

舎や災害拠点病院等の情報

共有・伝達体制・伝達方

法、排水機場・樋門・水門

等の情報共有等） 

課題 12 継続実施 市町村

6-4 

【17】 

・ 関係機関が連携した一体的

な実働訓練の実施（水防訓

練、操作訓練、排水訓練） 

課題９ 継続実施
市町村 

岩手県

6-5 

【15】 

・ 関係機関が有する水防資機

材の情報共有 
課題 14 継続実施

市町村 

岩手県 

水防訓練 水防訓練
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６．フォローアップ 

各構成機関の取組については、必要に応じて、地域防災計画、河川整備計画等に反

映し、組織的、計画的、継続的に実施します。 

原則、本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認するとともに必要に

応じて、取組方針を見直します。 

 また、実施した取組についても訓練等を通じて習熟、改善を図る等、継続的にフォ

ローアップします。 

〇 本協議会で取り組む「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画に係る 

主な取組 

番号 キーワード 協議会での実施内容 

【2】 ホットライン ・ホットライン構築済み 

【3】 タイムライン ・水害対応タイムラインの作成 

【4】 水位周知河川 ・水位周知河川の指定拡大 

【6】 広域避難体制 
・隣接市町村等における避難場所や洪水時の連絡体制等につ

いて確認 

【7】 要配慮者利用施設
・要配慮者利用施設避難確保計画の作成や避難訓練の実施を

支援 

【8】 
洪水浸水想定区

域図 
・想定最大規模の降雨による洪水浸水想定区域の指定拡大

【9】 
水害ハザードマッ

プ 
・水害ハザードマップの作成、周知及び訓練等への活用 

【10】 浸水実績 ・浸水実績等に関する情報を共有し、住民等に周知 

【11】 防災教育 ・指導計画の共有 

【12】

危機管理型水位

計、河川監視用カ

メラ 

・危機管理型水位計を配置 

・河川監視用カメラを配置 

【15】
重要水防箇所、水

防資機材 
・関係機関による確認 

【16】 水防に関する広報
・水防団等の募集・指定の促進、地域の事業者による水防実

施体制の検討・構築等 

【17】 水防訓練 ・実践的な訓練の検討・実施 

【20】
市町村庁舎等の機

能確保 

・浸水域における防災拠点施設や排水施設の耐水性の確保・

非常用電源の整備等 

【23】
洪水を未然に防ぐ

対策 
・河川堤防の整備や河道掘削、立ち木伐採を推進 



現状の水害リスク情報や取組状況の共有

①安全な避難行動のための取組

項目 気象台 岩手県 宮古市 大船渡市 久慈市 陸前高田市 釜石市 住田町 大槌町 山田町 岩泉町 田野畑村 普代村 野田村 洋野町 課題

避難場
所・避難
経路

-

・洪水浸水想定区
域図を作成するな
ど、市町村が作成
するハザードマップ
の作成支援を行っ
ている。

・宮古市総合防災
ハザードマップや
川井地区土砂災害
ハザードマップを、
それぞれ各地区の
全戸に配布し、市
のホームページに
も掲載している。
・また、平成28年台
風第10号による被
害を踏まえ、平成
29年度にハザード
マップを刷新し、全
戸配布を行う予定
である。

・避難所を指定し、
広報、ホームペー
ジ等により周知を
図っている。
・今後、洪水ハザー
ドマップを作成し、
住民への周知徹底
を図る。

・洪水ハザードマッ
プを全世帯に配布
し、市のホーム
ページにも掲載し
ている。
・避難場所の見直
しの都度、一覧表
を全世帯に配布し
ている。

・土砂災害ハザー
ドマップを全世帯に
配布し、市のホー
ムページにも掲載
している。

・洪水、土砂災害
ハザードマップを対
象地域ごとの全世
帯に配布し、市の
ホームページにも
掲載している。

・防災マップを全世
帯に配付し、町の
ホームページにも
掲載している。

・大槌町防災マップ
を全戸配布し、町
ホームページにも
掲載している。

・各河川の浸水想
定区域図を作成し
ている。
・土砂災害警戒区
域指定概要図を作
成し、ホームページ
に掲載している。

・津波浸水、土砂
災害に係る防災
マップを全世帯に
配布し、町ホーム
ページにも掲載し
ている。台風第10
号災害を踏まえ
て、今後、見直しを
予定している。

・津波ハザードマッ
プ、防災ガイドブッ
ク、避難場所の一
覧表を全世帯に配
布するとともに、村
のホームページに
も掲載し周知と日
頃からの備えを啓
発している。

・防災マップを全戸
配布し、周知を図っ
ている。

・津波・土砂災害
（浸水含む）マップ
を全世帯に配布
し、村のホーム
ページにも掲載し
ている。

・水害も含めたハ
ザードマップの作
成を予定している。

【課題２】
・大規模な洪水に対応した避
難場所や避難経路の見直しが
必要である。また、避難場所や
避難経路について、住民への
周知が十分でないおそれがあ
る。
・住民が的確かつ迅速に避難
できるように誘導標識の整備
が必要である。

【課題３】
・東日本大震災津波の地盤沈
下や土地利用等を踏まえて、
洪水浸水想定区域の見直しを
図る必要がある。
・水防法の改正を踏まえて、想
定最大規模の降雨による洪水
浸水想定区域の指定を進める
必要がある。

避難誘導
体制

- -

・消防団、自主防
災組織・自治会等
が協力して、地域
の避難誘導を行っ
ている。

・避難勧告等の発
令時は、消防団が
自主防災組織等と
協力して、各世帯
等に避難等を呼び
かけている。

・消防団や自主防
災組織と協力して
避難誘導を行って
いる。

・消防団が各分団
区域の避難誘導を
行っている。

・消防団、自主防
災組織、福祉関係
者等が協力して、
避難行動要支援者
の避難誘導が迅速
に行われるよう特
に配慮している。

・消防団、自主防
災組織、福祉関係
者等が協力して、
避難行動要支援者
の避難誘導が迅速
に行われるよう特
に配慮している。

・消防団、交通誘
導隊、自主防災組
織等の協力を得
て、住民を安全か
つ迅速に避難場所
に誘導しており、避
難行動要支援者の
避難を優先してい
る。

・消防団が自主防
災組織・自治会等
と協力して、各分団
管轄区域の避難誘
導を行っている。

・消防団による誘
導など各々の避難
行動に任せてい
る。

・消防団が自主防
災組織・自治会等
と協力して、各分団
管轄区域の避難誘
導を行っている。
・消防団、自主防
災組織、自治会が
が協力して、避難
行動要支援者の避
難誘導が行われる
よう個別支援計画
を作成しているとこ
ろである。

・村職員、消防団、
自主防災組織等と
連携し、避難誘導
にあたっている。

・消防団が各分団
区域の誘導を行っ
ている。
・消防団、自主防
災組織、民生委員
などと連携し、要配
慮者の避難誘導等
支援する体制を構
築している。

・避難は出来るだ
け事業所、学校又
は自主防災組織を
中心とした一定の
地域、事業所単位
ごとに、地域の特
性や災害の状況に
応じ、安全かつ適
切な避難方法によ
り行うこととしてい
る。

【課題２】
・住民が的確かつ迅速に避難
できるように誘導標識の整備
が必要である。

【課題４】
・避難誘導にあたる消防団員
の確保が難しい。

避難勧告
等の発令
基準

・市町村の避難勧
告等の発令に資す
るため、各市町村
とホットラインを構
築して助言等を
行っている。

・水位周知河川に
おいて県と市町村
でホットラインを構
築しており、水位が
避難判断水位を超
過するおそれがあ
る場合に、河川管
理者から市町村に
電話連絡してい
る。
・岩手県風水害対
策支援チームを設
置し、市町村の避
難勧告等発令を支
援している。

・水位周知河川に
おける定点監視や
降雨量、土砂災害
警戒情報の発表な
どにより、避難勧告
等を発令するほ
か、台風などの接
近に伴い、早めの
避難準備・高齢者
等避難開始の発令
を行っている。

・避難勧告等の発
令に関する基準を
定め、地域防災計
画に避難勧告の発
令基準等を明記し
ている。

・避難勧告等の発
令に関する基準を
定め、地域防災計
画に避難勧告の発
令基準等を明記し
ている。

・避難勧告等の発
令に関する基準を
定め、地域防災計
画に避難勧告の発
令基準等を明記し
ている。

・避難勧告等の発
令に関する基準を
定め、地域防災計
画に避難勧告の発
令基準等を明記し
ている。

・避難勧告等の発
令に関する基準を
定め、地域防災計
画に発令基準等を
明記している。

・避難勧告等の発
令基準を定め、地
域防災計画に基準
を明記している。

・避難勧告等の発
令に関する基準を
定め、地域防災計
画に避難勧告の発
令基準等を明記し
ている。
・また、避難勧告等
の基準について
は、台風第10号災
害の教訓も踏まえ
地域防災計画の改
訂を進めている。

・避難勧告等の発
令に関する基準を
定め、地域防災計
画に明記している。
・また、避難勧告等
の基準は、台風第
10号災害の教訓も
踏まえ一部改訂し
ている。

・避難勧告等の発
令に関する基準を
定め、地域防災計
画に避難勧告の基
準を明記している。

・避難勧告等の発
令に関する基準を
定め、地域防災計
画に避難勧告の発
令基準等を明記し
ている。

・避難勧告等の発
令に関する基準を
定め、地域防災計
画に避難勧告の発
令基準を明記して
いる。

【課題５】
・避難勧告の意味が住民に理
解されていないおそれがある。

【課題６】
・深夜や早朝における避難勧
告発令のタイミングの見極め
が難しい。

・平成28年台風第
10号による被害を
踏まえ、避難勧告
等の発令基準及び
災害時行動計画を
策定し、平成29年8
月から試行中であ
る。
・広報紙に「避難準
備・高齢者等避難
開始」「避難勧告」
「避難指示（緊急）」
の用語の意味や洪
水、土砂災害の際
にとるべき行動を
掲載するなどの啓
発を行っている。

別紙－１



現状の水害リスク情報や取組状況の共有

①安全な避難行動のための取組

項目 気象台 岩手県 宮古市 大船渡市 久慈市 陸前高田市 釜石市 住田町 大槌町 山田町 岩泉町 田野畑村 普代村 野田村 洋野町 課題

住民等へ
の情報伝
達の体制
や方法

・現象ごとに警戒期
間や注意期間等を
付加した気象警報
等を発表し、ホー
ムページ等で周知
している。

・「岩手県河川情報
システム」により雨
量や水位の情報を
提供している。
・岩手県地域防災
サポーターを派遣
し、住民の防災意
識向上に向けた取
組を行っている。
・県の広報誌等に
よる災害時にとる
べき避難行動の周
知を行っている。

下記手段で情報伝
達を行っている。

・防災行政無線（電
話確認可能）
・緊急速報メール
・防災ラジオ
・コミュニティーＦＭ
・ＳＮＳ
・ホームページ
・消防・消防団

・下記手段で情報
伝達を行っている。

・防災行政無線（屋
外拡声子局及び戸
別受信機）
・緊急速報メール
・ホームページ
・ＳＮＳ（Twitter、地
域のきずなサービ
ス（独自ＳＮＳ））
・コミュニティＦＭ

下記手段で情報伝
達を行っている。

・防砂行政無線
・緊急速報メール
・登録制メール
・SNS（Twitter、
Facebook）
・ホームページ
・広報車
・Lアラート
　等により情報伝
達を行っている。

下記手段で情報伝
達を行っている。

・防災行政無線
・緊急速報メール
・登録制メール
・ＳＮＳ（Facebook、
Ttwitter）
・ホームページ
・電話応答サービ
ス

・また、市内の３河
川に監視カメラ、市
内２か所に雨量計
を設置し、情報収
集に活用している。

下記手段で情報伝
達を行っている。

・防災行政無線
・緊急速報メール
(エリアメール)
・いわてモバイル
メール
・消防署、消防団に
よる広報

下記手段で情報伝
達を行っている。

・広報車
・緊急速報メール
（エリアメール）
・防災行政無線
・ＩＰ告知端末
・CATV（河川監視
カメラライブ映像）
・消防団
・ホームページ（Ｓ
ＮＳ）

下記手段で情報伝
達を行っている。

・防災行政無線
・ラジオ付き防災行
政無線戸別受信機
・いわてモバイル
メール
・緊急速報メール
（エリアメール）
・ホームページ
・エリアワンセグ
（一部地域のみ）

下記手段で情報伝
達を行っている。

・広報車（建設課道
路パトロールカー、
消防署、消防団）
・緊急速報メール
・防災行政無線
・サイレン
・Ｌアラート
・ソーシャルメディ
ア

下記手段で情報伝
達を行っている。

・消防団広報車両
・消防団戸別訪問
・ＩＰ告知端末
・緊急速報メール
（エリアメール）
・登録制地域メー
ル
・防災行政無線
・Twitter

・町の情報収集用
として独自雨量計
を１２箇所に設置し
ている。

下記手段で情報伝
達を行っている

・防災行政無線
・緊急速報メール
等

下記手段で情報伝
達を行っている。

・広報車
・緊急速報メール
・防災行政無線
・宅内音声端末

下記手段で情報伝
達を行っている。

・防災行政無線
・IP告知端末（のん
ちゃんネット）
・登録制メール
・緊急速報メール
（エリアメール）
・デジタルサイネー
ジ
・ホームページ

下記手段で情報伝
達を行っている。

・広報車
・緊急速報メール
（エリアメール）
・登録制メール
・防災行政無線
・Lアラート

【課題７】
・水位や雨量に係る情報の取
得方法が十分に浸透していな
いおそれがある。
・暴風時など騒音にかき消され
防災無線や広報車の放送が
届きにくく、住民に情報が届か
ないおそれがある。
・数値情報や文字情報では洪
水の状況が住民に伝わらず避
難行動につながらない恐れが
ある。

要配慮者
利用施設
における
避難計画
の作成及
び避難訓
練の実施

-

・平成29年度に内
閣府等取りまとめ
た「要配慮者利用
施設における避難
に関する計画作成
の事例集（水害・土
砂災害）」等を活用
し、県関係部局が
連携しながら、避
難計画の作成を促
進する。

・浸水想定区域内
の施設に避難確保
計画の策定等を行
うよう通知したほ
か、策定のための
技術的支援を行っ
ており、これまでに
５施設から計画が
提出されている。

・避難確保計画の
策定が義務付けら
れた施設に、計画
作成に向けて情報
提供及び指導を
行っている。

・避難確保計画の
策定が義務付けら
れた施設に、計画
作成に向けて周知
を図っている。

・避難確保計画の
策定が義務付けら
た施設への支援体
制について整理し
ているところであ
る。

・対象施設を確認
の上、今年度内に
地域防災計画の見
直しを検討してい
る。

・避難確保計画の
策定が義務付けら
た施設への支援体
制について整理し
ているところであ
る。

・避難確保計画の
策定が義務付けら
れた施設のうち、
非常災害対策計画
を作成済みの施設
においては避難確
保計画に適合する
よう指導等を行って
いく。また、計画未
策定の施設におい
ては、計画策定に
むけて行政として
支援を行っていく。

・避難確保計画の
策定状況につい
て、確認していると
ころである。

・町内全ての要配
慮者利用施設に対
して制度の説明を
実施済み。地域防
災計画への指定は
平成30年３月とな
るが、指定予定の
施設については、
平成29年度中の避
難確保計画策定に
向けて取り進めて
いる。

・避難確保計画の
策定が義務付けら
れた施設が無い状
況であるが、毎年
各施設で避難訓練
を実施している。

・対象施設を確認
中であるが、施設
ごとの訓練のほ
か、村の防災訓練
にも参加している。

・避難確保計画の
策定が義務付けら
れた施設が無い状
況であるが、毎年
各施設で避難訓練
を実施している。

・避難確保計画の
策定が義務付けら
た施設への支援体
制について整理し
ているところであ
る。

【課題８】
・要配慮者利用施設が円滑に
避難確保計画を策定できるよ
う、行政の支援体制の確立が
必要である。

浸水実績
等の周知

-

・平成28年の台風
第10号の浸水実績
についてホーム
ページで公表して
いる。

・今年度に刷新す
るハザードマップで
は、平成28年の台
風第10号の浸水範
囲を併せて表記す
る予定である。

・水位周知河川の
基準水位の見直し
の際、危険箇所と
思われる地域にお
いて、住民説明会
を開催し周知を
図っている。

・平成23年に作成
した洪水ハザード
マップにて近年の
浸水箇所を掲載
し、周知している。

・ハザードマップ作
成に際に、住民と
の意見交換会を行
い、聞き取った浸
水実績を表示して
いる。

・洪水土砂災害の
ハザードマップに住
民のワークショップ
での聞き取りによる
浸水実績を表示し
ている。

浸水想定区域は全
戸に配布した防災
マップに記載してい
るが、浸水実績に
ついては調査等
行っていない。

・当町では、今年度
（平成29年８月）、
「大槌町防災マッ
プ」を作成し、全戸
配布を行い、住民
に対して周知を
行っているが、近
年の豪雨による浸
水箇所については
掲載されていな
い。

・平成２２年３月に
浸水想定区域図を
作成・配布し、住民
に周知を行ってい
る。

・台風第10号災害
を踏まえて、今後、
防災マップの見直
しを予定している。
見直し前は、県公
表内容を町ホーム
ページにおいても
掲載する。

・浸水実績等の調
査を行い、周知を
図っていく予定であ
る。

「防災マップ」を全
戸配布している
が、豪雨災害等の
浸水箇所について
は掲載していな
い。普代川が水位
周知河川になる予
定であり、掲載を検
討したい。

・浸水実績等の調
査を行い、広報誌
等により周知して
いる。

・浸水害実績の調
査等行っていな
い。

【課題２】
・大規模な洪水に対応した避
難場所や避難経路の見直しが
必要である。また、避難場所や
避難経路について、住民への
周知が十分でないおそれがあ
る。



現状の水害リスク情報や取組状況の共有

②地域防災力を維持・継続・強化するための取組

項目 気象台 岩手県 宮古市 大船渡市 久慈市 陸前高田市 釜石市 住田町 大槌町 山田町 岩泉町 田野畑村 普代村 野田村 洋野町 課題

住民に対
しての水
防災意識
の強化に
向けた取
組

・市町村等が主催
する講演会や研修
会等に講師を派遣
し、気象防災等に
係る講義を行って
いる。

・水位周知河川や
洪水浸水想定区域
の制度の周知や、
いわてモバイル
メールの登録促進
を図るため、PRチ
ラシを作成し、各種
会議等で配布して
いる。

・水位周知河川の
危険箇所地域にお
いて、避難勧告等
の発令や避難所の
解説などについて
説明会を開催して
いる。

・ハザードマップの
全世帯配布してい
る。
・町内会や自主防
災組織に対し、防
災講話講師派遣を
行っている。

・出前講座や自主
防災組織リーダー
研修会を実施して
いる。

・出水期前に複数
の地域で洪水、土
砂災害避難訓練を
実施している。
・出前講座等を使
い、自主防災組織
等に防災講座等を
行っている。
・地域住民等を対
象に防災士養成講
座を開催している。

・危険区域や浸水
想定区域を記した
防災マップを全戸
配布している。
・ホームページでハ
ザードマップを公開
している。
・隔年で実施してい
る町の総合防災訓
練で、ハザードマッ
プを活用した避難
訓練を実施してい
る。

・広報紙に水防災
に係る啓蒙記事を
掲載している。

・町主催の総合防
災訓練に水防に関
する内容も盛り込
んで実施している。
・団体等からの要
請に応じて防災出
前講座を実施して
いる。

・年１回の広報いわ
いずみ防災特集に
おける意識高揚を
図っている。
・出前講座として、
町職員の防災士研
修及び盛岡気象台
の講座をメニュー
化している。
・町総合防災訓練
＋地区自主防災協
議会独自訓練の実
施を行っている。

・水防災を含め自
主防災体制の強化
を図り、自助・共助
で地域を守るよう
意識啓発に努めて
いる。
・自主防災組織の
結成促進を働きか
けている。

・防災講演会の開
催や広報誌に水防
災の啓発記事を掲
載している。

・村主催の防災訓
練において地震津
波避難訓練を実施
し、津波災害時等
の避難場所の確認
や防災意識の高揚
を図っている。
・今後は、近年の
多種多様な災害に
合わせた訓練も実
施していきたい。

・今後、広報誌に水
防意識強化に係る
記事の掲載を検討
したい。

【課題９】
・地震・津波に比べて、水防災
に関する防災訓練の回数少な
いため、洪水や避難に関する
住民意識が低い。

水防訓練
の充実

-

・水防演習を実施。
（葛巻町は単独、
八幡平市・岩手町
は盛岡広域で合同
開催）

・毎年８月に実施す
る総合防災訓練で
は、防災関係機関
や自主防災組織の
参加のもと、水防
訓練を実施してい
る。

・毎年、地震・津波
を想定した防災訓
練を実施している
が、水防訓練は実
施していない。

・水防団について、
年１回、久慈広域
で訓練を行ってい
る。

・年１回、水防演習
を実施している。

・水門点検や、町
内会単位で洪水土
砂災害防災訓練を
実施している。

・2年前の町総合防
災訓練で洪水を想
定した水害防御訓
練を実施。今後も
機会をとらえながら
実施していく。

・津波災害を想定し
た訓練がメインと
なっていて、大雨に
よる水害を想定し
た訓練が実施出来
ていないため、今
後は訓練を実施し
ていくよう検討して
いく。

・３年に１回、川が
氾濫したことを想定
した訓練を実施し
ている

・総合防災訓練を
実施している。

・通常の訓練の中
で水害に対応した
訓練を実施してい
る。

・これまで、水害を
対象とした訓練は
実施していない

・大雨による浸水、
洪水を想定した訓
練は実施していな
い状況である。

・久慈広域消防本
部主催の水防訓練
に毎年数十人程度
の団員を参加させ
ている。

【課題９】
・地震・津波に比べて、水防災
に関する防災訓練の回数少な
いため、洪水や避難に関する
住民意識が低い。

【課題11】
・ 水防団員の減少や高齢化等
により、地域の水害リスクの情
報の共有や水防技術が伝承さ
れないおそれがある。

学校教育
現場に対
しての水
防災意識
の強化に
向けた取
組

・岩手県教育委員
会の学校防災アド
バイザー派遣事業
に参画し、小中高
の児童・生徒や教
職員に対し気象災
害や防災気象情報
等に関する出前講
座を行っている。

・小学生を対象とし
た水防災に関する
課外授業を実施し
ている。
・平成26年度に大
雨・洪水をテーマと
した防災教育教材
を岩手大学と連携
して作成するととも
に、本教材が学校
現場で効果的に活
用されるよう、県教
育委員会との共催
により、防災教育
教材活用研修会を
開催している。

・各小中学校では、
避難訓練を年に１
回以上実施してい
る。
・水害に係る出前
講座を実施してい
る。

・小中学校から防
災学習会の依頼が
あった際、地震、津
波と併せて、近年、
頻発している水害
や土砂災害につい
ても説明するように
している。

・学校からの依頼
により水害につい
ての出前講座を
行っている。

・児童・生徒に対し
て、出前講座を実
施している。
・水防災に特化した
ものではないが小
中学校教職員を対
象とした防災教育
実践発表会を開催
し、各校の実践を
共有している。

・出前講座等での
防災講話で洪水、
土砂災害にもふ
れ、市内の危険箇
所やいままでの水
害等を例に挙げ、
防災意識の強化に
取り組んでいる。

・１校で災害を想定
し、保護者への児
童の引き継ぎ訓練
を実施した。

・小、中、高等学校
を対象に出前講座
を実施し、防災教
育の推進に取り組
んでいる。

・消防署が出向く防
火査察や避難訓練
時に水防災につい
ても、その重要性
について説明して
いる。
・町内各小中学校
の安全担当者研修
会を行い意識の向
上を図っている。

・総合的学習の時
間などを活用して、
地区防災マップを
作成し、危険箇所
の確認、避難路及
び避難場所の確認
を行っている。

・総合防災訓練に
併せて、防災教育
や避難行動シュ
ミュレーションなど
のワークショップを
開催している。

・村の防災訓練に
毎年度参加してい
る。今後水防災に
係る訓練実施も検
討している。

・今後は、村主催
の防災訓練に村内
の小・中学校を参
加させるなど、生徒
の防災意識の高揚
を図っていきたい。

・今後、河川課等
の協力を得ながら
水防意識の強化に
向けた取り組みを
検討したい。

【課題10】
・小中学生に対して、水防災に
係る重要性を教育する機会
や、防災訓練を実施する機会
が少ない。

・毎年８月に実施す
る総合防災訓練で
は、防災関係機関
や自主防災組織の
参加のもと、水防
訓練を実施し、住
民の水防意識の高
揚を図っている。
・町内会等が実施
する防災訓練にお
いて水害への対応
について啓発を
行っている。
・一町内会一防災
士を目標に防災士
の養成を実施した
結果、３００人を超
える防災士が各地
域に点在しており、
それぞれの防災士
が地域防災のリー
ダーとして住民の
意識啓発、防災行
動力の強化に取り
組んでいる。



現状の水害リスク情報や取組状況の共有

③人命と財産を守る水防活動及び排水活動の取組

項目 気象台 岩手県 宮古市 大船渡市 久慈市 陸前高田市 釜石市 住田町 大槌町 山田町 岩泉町 田野畑村 普代村 野田村 洋野町 課題

水防に関
する広報
の充実
（水防団
確保に係
る取組）

- -

・従業員を消防団
に入団させた事業
所を認証し顕彰す
る「消防団協力事
業所表示制度」を
実施している。
・ホームページに常
時募集記事を掲示
しているほか、広
報誌に団員募集を
掲載し団員確保に
努めている。

・毎年、消防団だよ
りを作成し、市内全
世帯への配布、
ホームページへの
掲載など広報活動
を行うとともに、消
防フェアなどのイベ
ントを開催し団員募
集に努めている。

・団員募集につい
て、広報誌への掲
載やポスター掲示
を行っている。

・本市水防団は消
防団と兼務してお
り、消防団員の募
集を随時行ってい
る。

・現状では特にな
し。

・本町は消防団が
水防団を兼ねてい
ることから、消防団
員の確保に努めて
いる。

・消防団と兼務の
ため企業及び個人
に協力を依頼して
いる。また、ポス
ターを掲示するな
どし、消防団への
加入募集に努めて
いる。

・役場職員を水防
団員（消防団員）と
する等、確保に努
めている。

・水防団員自らや
消防署員を中心に
広報活動を行なっ
ている。
また、「消防団協力
事業所表示制度」
の実施を行ってい
る。

・消防団が水防を
兼ねて充実を図っ
ている。

・消防団が水防団
を兼ねており、団員
確保に努めてい
る。

・当村では、消防団
員が水防団員を兼
務しているが、人
数について、ここ数
年は現状維持の状
態である。

・本町は消防団が
水防団を兼ねてい
ることから、消防団
員確保に努めてい
る。

【課題11】
・高齢化により水防団員の確
保が難しい。
・消防団員に欠員が生じている
地区もあり、水防活動に制約
が発生している。

水防団へ
の河川水
位等に関
わる情報
提供

・各市町村防災部
局や消防団等に対
し、防災気象情報
の伝達に係る補助
的な経路として、迅
速に当該情報が入
手できるように防災
情報提供システム
のユーザーIDを付
与している。

・水位周知河川に
おいて河川の水位
が基準水位に到達
した場合に、FAX等
により市町村やマ
スコミ等に水位到
達情報の通知して
いる。

・水位周知河川の
水位は、消防本部
が岩手県河川情報
システムで把握し、
各分署・分団に消
防無線で伝達して
いる。

・災害警戒本部か
ら消防署を通じて、
消防団へ情報伝達
を行っている。（電
話、消防無線等）

・災害対策本部（災
害警戒本部）から
消防団へ連絡を
行っている。

・水防団と消防本
部で相互に連絡を
取り、情報共有を
図っている。

・消防団へは消防
本部通信指令セン
ターから消防無線
及び電話等での連
絡になっている。

・災害対策本部か
ら関係機関、消防
団へ情報伝達を
行っている

・消防課より、消防
団に移動系無線を
用いて連絡を行う。

・災害警戒本部か
ら直接防災メール
を利用し、消防団
幹部へ連絡してい
る。

・次の方法による
配信元：消防署（常
備消防）
配信方法：固定電
話＋携帯電話＋登
録制メール
防災行政無線（移
動系）
配信元：総務課
配信方法：登録制
防災メール

・災害対策本部か
ら消防署を経由し
消防団へ移動系無
線及び電話等で水
位周知等を行って
いる。

・災害対策本部か
ら関係機関、消防
団への情報伝達を
行う。

・災害対策本部か
ら消防署を経由し
消防団へ水位周知
等を行っている。

・消防団（水防団）
からの警戒パト
ロールなどで得た
水位情報を災害対
策本部に提供して
もらっている。

【課題12】
・水防団全員に必要な情報が
伝達されないことがある。

水防訓練
の充実
（再掲）

-

・水防演習を実施。
（葛巻町は単独、
八幡平市・岩手町
は盛岡広域で合同
開催）

・毎年８月に実施す
る総合防災訓練で
は、防災関係機関
や自主防災組織の
参加のもと、水防
訓練を実施してい
る。

・毎年、地震・津波
を想定した防災訓
練を実施している
が、水防訓練は実
施していない。

・水防団について、
年１回、久慈広域
で訓練を行ってい
る。

・年１回、水防演習
を実施している。

・水門点検や、町
内会単位で洪水土
砂災害防災訓練を
実施している。

・2年前の町総合防
災訓練で洪水を想
定した水害防御訓
練を実施。今後も
機会をとらえながら
実施していく。

・津波災害を想定し
た訓練がメインと
なっていて、大雨に
よる水害を想定し
た訓練が実施出来
ていないため、今
後は訓練を実施し
ていくよう検討して
いく。

・３年に１回、川が
氾濫したことを想定
した訓練を実施し
ている

・総合防災訓練を
実施している。

・通常の訓練の中
で水害に対応した
訓練を実施してい
る。

・これまで、水害を
対象とした訓練は
実施していない

・大雨による浸水、
洪水を想定した訓
練は実施していな
い状況である。

・久慈広域消防本
部主催の水防訓練
に毎年数十人程度
の団員を参加させ
ている。

【課題９】
・地震・津波に比べて、水防災
に関する防災訓練の回数少な
いため、洪水や避難に関する
住民意識が低い。

【課題11】
・ 水防団員の減少や高齢化等
により、地域の水害リスクの情
報の共有や水防技術が伝承さ
れないおそれがある。

河川の巡
視区間

-

・重要水防箇所を
中心に巡視を行っ
ている.

・重要水防箇所を
中心に巡視を行っ
ている.
・水位上昇時には、
建設課、消防署、
消防団が連携し、
重要水防箇所・土
砂災害警戒区域な
どの確認を行って
いる。

・消防署、消防団
等が警戒巡視を
行っている。
・岩手県河川情報
システムにより水
位の監視を行って
いる。

・出水時に河川を
巡回している。（消
防団で担当区間を
設定いている）

・重要水防箇所を
中心に巡視を行っ
ている。

・消防署、消防団
等が警戒巡視を
行っている。
・岩手県河川情報
システムやにより
水位を監視してい
る。

・消防団が管轄す
る河川を巡視して
いる。

・水防担当区域を
担当する分団にお
いて、必要な人員
と消防車両を出動
させ警戒にあたっ
ている。

・災害警戒本部と
消防団が河川巡視
パトロールを行って
いる。

・消防団が水門の
操作や河川の巡視
を行っている

・消防分署、消防
団で河川の巡視を
行っている。

・河川の増水時に
は、村職員、消防
署、消防団で確認
を行っている。

・河川増水時には、
岩手県河川情報シ
ステムや消防団の
巡視により水位を
確認している。

・消防団（水防団）
受持ち区間につい
て巡視している。

【課題13】
・夜間の巡視などは危険があ
るため、安全に水位を確認でき
る体制が必要である。

水防資機
材の整備
状況

-

・水防倉庫にスコッ
プ、のこぎり、か
ま、土のう、丸太、
木杭、ビニール
シート、ロープなど
の水防資機材を備
蓄している。

・水防倉庫にスコッ
プ、ツルハシ、お
の、のこぎり、か
ま、掛矢、一輪車、
なた、ハンマー、杭
木、縄、ビニール
シート、莚、竹、鉄
線、土のうなどの
水防資機材を備蓄
している。

・排水ポンプ、発電
機、土のう、シー
ト、スコップ等を備
蓄している。

・土のう、シート、木
杭、スコップ等の水
防資機材を市内２
カ所に備蓄してい
る。

・水防倉庫に、ス
コップ、掛矢、とび
口、万年土のう、
ロープ、ソフトロー
プ、シートなどの水
防資機材を備蓄し
ている。

・消防庁舎に完成
している土のうが
約400個あり、土の
う袋は約4000枚近
く保有している。

・必要な水防資機
材を備蓄している。

・町の水防倉庫が
東日本大震災津波
で流されて以降未
整備となっている。
・分団単位で水防
用砂等を配備して
いる。

・水防倉庫にスコッ
プ、発電機、ビニー
ルシート、チェン
ソー、土嚢袋など
の水防資機材を備
蓄している。

・水防倉庫に水防
資機材を備蓄して
いる。

・土のう、シート、木
杭、スコップ等の水
防資機材を備蓄倉
庫や屯所に整備し
ている。

・台風第10号災害
の教訓を生かし、
水防資機材の整備
（土のう等）を図っ
ている。

・水防倉庫に土の
う、スコップなどの
水防資機材を備蓄
している。

・各消防団屯所に
土のう、スコップ、
発電機、投光器等
の水防資機材を備
蓄している。

【課題14】
・大規模水害時には、水防資
機材が不足するおそれがあ
り、また、資材の使用頻度が少
ないため、経年劣化の懸念が
ある。



現状の水害リスク情報や取組状況の共有

③人命と財産を守る水防活動及び排水活動の取組

項目 気象台 岩手県 宮古市 大船渡市 久慈市 陸前高田市 釜石市 住田町 大槌町 山田町 岩泉町 田野畑村 普代村 野田村 洋野町 課題

市町村庁
舎、災害
拠点病院
等の水害
時におけ
る対応

-

・岩手県災害時業
務継続計画（本庁
舎版）において、県
庁舎の使用が不可
能となった場合の
災害対策本部機能
を「盛岡地区合同
庁舎」、「エスポ
ワールいわて」、
「アイーナ」のいず
れかに設置するこ
ととしている。

・津波・洪水が発生
しても業務が継続
できように設計した
新庁舎を建設して
おり、３０年７月に
竣工予定である。
・災害拠点病院の
県立宮古病院は、
浸水等の危険のな
い位置に立地して
いる。

・庁舎及び県立大
船渡病院は、いず
れも高台に位置し
ており、水害の影
響はない。

・災害対策本部を
市役所に設置する
が、市役所が使用
不可能な場合は、
久慈市防災セン
ターに設置する。

・庁舎が被災した
場合の代替施設等
に係る計画を策定
している。

・庁舎が使用でき
ない場合は、保健
福祉センター、農
林会館を使用する
ことを地域防災計
画で規定している。

・庁舎が被災した
場合は、代替施設
の中央公民館を災
害対策本部とす
る。

・役場庁舎は東日
本大震災時に津波
で一部浸水したも
が、規模は維持さ
れている。
・防災拠点（県立山
田病院）は、高台
へ移転している。

・役場庁舎（災害対
策本部を設置する
庁舎）及び災害拠
点病院の済生会岩
泉病院は、浸水等
の危険は無い位置
にある。

・庁舎が被災した
場合は、代替施設
の中央防災セン
ター、アズビィ楽習
センターを災害対
策本部とするよう定
めている。

・庁舎が被災した
場合は代替施設を
設定しているが、
近年の災害状況を
踏まえ見直し予定
である。

・庁舎が被災した
場合は順位を決め
代替施設を設定し
ている。
・重要設備の耐水
性は概ね確保でき
ている状況である。

・庁舎が被災した
場合に備え洋野消
防署を災対本部の
代替施設として設
定している。
・重要設備の耐水
性は概ね確保でき
ている状況である。

【課題15】
・庁舎が被災した場合の代替
施設において非常用電源等が
整備されていない。
・大規模水害時には排水施設
等の機能の低下、停止する懸
念がある。

排水施
設、排水
資機材の
操作・運
用

-

・水門等の施設の
操作について市町
村と管理協定や委
託契約を締結して
いる。

・道路冠水に対応
するための排水ポ
ンプは、７台（仮設
を除く。）が設置さ
れており、そのほと
んどは設置から１０
年以上が経過して
いる。
・浸水対策として、
現在３箇所に雨水
ポンプ場の整備を
進めている。

・道路冠水に対応
するための排水ポ
ンプ１台あり。

・排水施設は排水
ポンプの設置につ
いて、対応計画を
作成し運用してい
る。

・雨水排水は、旧
気仙中学校付近を
除き自然勾配によ
り排水される。
・設置されている排
水ポンプ施設の運
転管理は、委託し
降雨時の対応を
行っている。
・高田ポンプ場には
自家発電装置が設
置してある。

・鈴子地区ポンプ
場のみ稼働してい
る。

消防団に配備して
いる自動車ポン
プ、小型動力ポン
プで対応している。

・雨水排水ポンプ
場（３ケ所）の操作
マニュアルを作成
している。

・河川水門など各
施設の操作規則を
定めている。
・河川水門の操作
方法の確認を水防
団（消防団）と現地
にて確認を行って
いる。

・消防系車両ポン
プ、小型ポンプの
みとなっている。

・水門、樋門、排水
ポンプなど各種施
設の維持管理及び
操作を消防団等へ
委託している。

・消防車両ポンプ、
小型ポンプのみに
なっている。今後必
要性も含めて検討
していきたい。

・水門、樋門、排水
ポンプなど各種施
設の維持管理及び
操作を消防団等へ
委託している。

・河川水門等の維
持管理及び操作を
消防団へ委託して
いる。

【課題15】
・庁舎が被災した場合の代替
施設において非常用電源等が
整備されていない。
・大規模水害時には排水施設
等の機能の低下、停止する懸
念がある。

・地域防災計画に
おいて、市庁舎が
災害により業務の
実施が困難となっ
た場合もしくは、被
災が予測される場
合の代替施設は釜
石消防署庁舎とし
ている。
・地域防災計画に
おいて、災害拠点
病院が被災地内に
ある場合など傷病
者の受入れが困難
な場合には、ほか
の地域災害拠点病
院へ広域搬送を行
うなど状況に応じた
対応ができるよう、
災害拠点病院間で
連携を図るものとし
ている。



○概ね５年で実施する取組

具体的取組 課題の対応 目標時期
盛岡地方
気象台

岩手
県

宮古
市

大船
渡市

久慈
市

陸前
高田
市

釜石
市

住田
町

大槌
町

山田
町

岩泉
町

田野
畑村

普代
村

野田
村

洋野
町

１）ハード対策の主な取組

■洪水氾濫を未然に防ぐ対策
・堤防整備、河道掘削等
・河川の適切な維持管理（河道掘削、立ち木伐採）

課題１ 継続実施 ◎

■河川管理施設の治水機能を正常に保ち、有効に活用する取組

・ダムの適切な維持管理や効果的な操作、樋門・樋管のフラップ化等の無動力化 課題１ 継続実施 ◎

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
雨量・水位等の観測データ及び洪水時の状況を把握・伝達するための基盤整備の強化
（水位計・危機管理型水位計・水位監視カメラの増設等）

課題７、13
H29年度から
５年間

◎

・住民への情報伝達体制の充実（防災行政無線戸別受信機、防災ラジオの配布等） 課題７ 継続実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・水防活動を支援するための水防資機材等の配備・強化 課題14 継続実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

・浸水域における防災拠点施設や排水施設の耐水性の確保・非常用電源の整備等 課題15 継続実施 〇 ◎ ー ◎ ○ － － ◎ 〇 〇 ◎ ○ ◎ －

２）ソフト対策の主な取組
①安全な避難行動のための取組

○水害リスクに関する情報提供等の充実

・想定最大規模の降雨による水害リスクの公表（洪水浸水想定区域、浸水継続時間、家屋倒壊等氾濫想定区域） 課題３
H29年度から
５年間

◎

・水害リスクや避難に関する情報の住民周知（浸水実績図、ハザードマップの作成、防災情報入手のサポート等） 課題３、７ 継続実施 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○

・大規模な洪水災害に対応した避難場所、避難経路の設定や、避難誘導看板・洪水痕跡等の表示 課題２
H29年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・水位周知河川の指定拡大 課題７
H29年度から
５年間

◎

・水害対応タイムラインの作成 課題６
H29年度から
順次実施

○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・洪水に関する各種情報（水位情報、避難情報等）の発信、避難勧告に係る住民への理解促進 課題５、７ 継続実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・近年の局地化・集中化・激甚化する雨の降り方に対応した防災気象情報の提供 課題７ 継続実施 ◎

②地域防災力を維持・継続・強化するための取組

・避難勧告に着目した住民参加の実践的な訓練の実施 課題５、９ 継続実施 ◎ 〇 ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ 〇 ○ ◎ ○

・要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成及び訓練の実施・促進 課題８
H29年度から
５年間

◎ ◎ ○ ◎ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・隣接市町村との情報共有・連携（広域避難体制等） 課題２
H29年度から
順次実施

〇 ○ ○ ○ － － ○ ○ 〇 ○ － ◎ ○

・自主防災組織や地域住民を対象とした、水害リスクや防災に関する知識の普及（説明会、出前講座の実施等） 課題５、９ 継続実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 ○ ○ ○

・教育関係者と連携した、児童・生徒等を対象とした防災に関する知識取得の強化（出前授業の実施、指導計画の共有等） 課題10 継続実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○

③人命と財産を守る水防活動及び排水活動の取組

・水防団や地域住民への、洪水に対するリスクが高い箇所の確実な伝達（重要水防箇所合同巡視、共同点検等） 課題７，１２ 継続実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・水防体制の確保、強化を図る継続的な取組と新たな手法の導入
（水防団等の募集・指定の促進、地域の事業者による水防実施体制の検討・構築等）

課題４、11 継続実施 ○ ◎ ◎ ◎ － ○ ◎ ◎ 〇 ◎ ○ ○ ◎

・より的確な人命と財産を守るための情報の積極的な提供（水防団等及び水防団等同士の連絡体制の再確認、浸水想定区域
内の市町庁舎や災害拠点病院等の情報共有・伝達体制・伝達方法、排水機場・樋門・水門等の情報共有等）

課題12 継続実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・関係機関が連携した一体的な実働訓練の実施（水防訓練、操作訓練、排水訓練） 課題９ 継続実施 ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ － 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ○ ◎

・関係機関が有する水防資機材の情報共有 課題14
H29年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎:実施中、○:今後実施・検討、－:未定

別紙－２

○住民自らが避難行動を行うために必要な情報提供の充実

○ＰＤＣＡサイクルを取り入れた自助・共助・公助の連携

○正しい知識の周知・定着



河道掘削・立ち木伐採の実施河川 

市町村 河川名 

宮古市 閉伊川、近内川、長沢川、刈屋川、津軽石川等 

大船渡市 盛川、甫嶺川等 

久慈市 久慈川、鳥谷川、長内川、夏井川、小屋畑川、戸呂町川、遠別川、大沢田川等 

陸前高田市 気仙川、矢作川等 

釜石市 甲子川、鵜住居川等 

住田町 気仙川、大股川等 

大槌町 大槌川、小鎚川 

山田町 津軽石川、関口川等 

岩泉町 小本川、大川、長内川、清水川、安家川等 

田野畑村 普代川、明戸川、川平川、松前川等 

普代村 茂市川等 

野田村 明内川、泉沢川等 

洋野町 有家川、高家川等 

※ 河道の堆積状況等を踏まえて実施河川は適宜変更を行うもの。 
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水位周知河川指定５ヶ年計画

年次 指定河川 

H29 ２河川 小本川（岩泉町）、安家川（岩泉町） 

H30 13 河川 稗貫川（花巻市）、千厩川（一関市）、大川（一関市）、 

松川（八幡平市）、胆沢川（奥州市）、諸葛川（滝沢市、盛岡市）、 

雫石川（雫石町）、馬淵川（葛巻町）、北上川（岩手町）、 

和賀川（西和賀町）、閉伊川（宮古市）、普代川（普代村）、 

宇部川（野田村、久慈市） 

H31 ２河川 岩崎川（紫波町、矢巾町）、人首川（奥州市） 

H32 ３河川 小本川（岩泉町）、安家川（岩泉町）、小烏瀬川（遠野市）、 

H33  刈屋川（宮古市）、長沢川（宮古市） 

合計 20 河川  

※  H32、H33 に予定の小本川及び安家川は河川改修事業完了後に基準水位等の見直しを行うもの。 

※  年次計画は予算の状況等により変更があるもの。 
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水位計設置５ヶ年計画

年次 水位計設置河川 

H29 １河川 小本川（岩泉町） 

H30 ４河川 刈屋川（宮古市）、長沢川（宮古市）、久慈川（久慈市）、 

葛根田川（雫石町） 

H31 ３河川 浦浜川（大船渡市）、普代川（田野畑村）、大野川（洋野町）、 

H32 ３河川 田代川（宮古市）、川尻川（洋野町）、大川（岩泉町） 

H33   

合計 11 河川  

※  年次計画は予算等の状況により変更があるもの。 

※  H33 は、H34 以降の水位周知河川の指定計画を踏まえて水位計設置個所を決定するもの。 
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洪水浸水想定区域指定５ヶ年計画

 指定河川 

H29 15 河川 簗川（盛岡市）、北上川（盛岡市）、松川（盛岡市）、猿ヶ石川（遠野市）、

早瀬川（遠野市）、夏川（一関市）、砂鉄川（一関市）、曽慶川（一関市）、

猿沢川（一関市）、衣川（奥州市、平泉町）、馬淵川（二戸市、一戸町）、

安比川（二戸市、八幡平市）、気仙川（陸前高田市、住田町）、 

大股川（住田町）、小本川（岩泉町） 

H30 ４河川 雪谷川（軽米町）、瀬月内川（九戸村）、甲子川（釜石市）、 

鵜住居川（釜石市） 

H31 ４河川 盛川（大船渡市）、閉伊川（宮古市）、矢作川（陸前高田市）、 

津軽石川（宮古市、山田町）、 

H32 ４河川 安家川（岩泉町）久慈川（久慈市）、夏井川（久慈市）、 

長内川（久慈市） 

H33 ３河川 大槌川（大槌町）、小鎚川（大槌町）、関口川（山田町）、 

小本川（岩泉町） 

合計 30 河川  

※ H33 予定の小本川は河川改修事業完了後に洪水浸水想定区域の見直しを行うもの。 

※ 年次計画は予算の状況等により変更があるもの。 

別紙－６
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【参考資料】
緊急行動計画 「水防災意識再構築ビジョン」に基づく三陸圏域の減災に係る取組方針

実施する取組

キーワード 実施する施策

具体的な内容

(1)大規模氾濫協議会の実施

大規模氾濫協議会の実施

【1】 大規模氾濫減災協議会の設置

平成30年出水期まで法定協議会に移行 －

毎年、協議会を開催して取組状況をフォローアップ － フォローアップ欄に明記

(2)円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達避難伝達に係る事項

【2】 洪水時における河川管理者からの情報提供等(ホットラインの構築)

ホットラインを構築 － ホットライン構築済

出水期前に連絡体制を確認 －

【3】 避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認

水害対応タイムライン作成 4-5 ・水害タイムラインの導入等

避難訓練実施 6-2 避難勧告に着目した住民参加の実践的な訓練の実施・促進

水害対応タイムラインの確認・見直し －

【4】 水害危険性の周知促進(県)

洪水予報河川、水位周知河川について検討・調整を実施して
「地域の取組方針」に取りまとめ

4-4 ・水位周知河川の指定拡大

【5】 ICT 3-1
・雨量、水位等の観測データ及び洪水時の状況を把握・伝
達するための基盤整備の強化（水位計・危機管理型水位
計・水位監視カメラの増設等）

4-6
・洪水に関する各種情報（水位情報、避難情報等）の発
信、避難勧告に係る住民への理解促進

【6】 隣接市町における避難場所の設定(広域避難体制の構築)等

避難場所及び避難経路の検討 4-3
・大規模な洪水災害に対応した避難場所、避難経路の設定
（広域避難を含む）や、避難誘導看板・洪水痕跡等の表示

5-3 ・隣接市町村との情報共有・連携（広域避難体制等）

国管理河川における先行事例の周知など技術的な支援を実施 ―

【7】 要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施

避難確保計画の作成 5-2
・要配慮者利用施設等の避難計画の作成及び訓練の実施・
促進

避難確保計画に基づく訓練の実施 5-2
・要配慮者利用施設等の避難計画の作成及び訓練の実施・
促進

②平時からの住民への周知・教育・訓練に関する事項

【8】
想定最大規
模、浸水想
定区域図

4-1
・想定最大規模の降雨による水害リスクの公表（洪水浸水
想定区域、浸水継続時間、家屋倒壊等氾濫想定区域）

【9】 水害ハザードマップの改良、周知、活用

水害ハザードマップの作成、周知 4-2
・水害リスクや避難に関する情報の住民周知（浸水実績
図、ハザードマップの作成、防災情報入手のサポート等）

水害ハザードマップの訓練等への活用検討 5-1 ・避難勧告に着目した住民参加の実践的な訓練の実施

【10】 浸水実績等の周知

浸水実績等に関する情報を共有し、住民等に周知 4-1
・想定最大規模の降雨による水害リスクの公表（洪水浸水
想定区域、浸水継続時間、家屋倒壊等氾濫想定区域）

4-2
・水害リスクや避難に関する情報の住民周知（浸水実績
図、ハザードマップの作成、防災情報入手のサポート等）

【11】 防災教育の促進

国の支援により作成した指導計画をすべての学校に共有 5-5
・教育関係者と連携した、児童・生徒等を対象とした防災
に関する知識取得の強化（出前授業の実施、指導計画の共
有等）

③円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

【12】

危機管理型
水位計、河
川監視用カ
メラ

3-1
・雨量、水位等の観測データ及び洪水時の状況を把握・伝
達するための基盤整備の強化（水位計・危機管理型水位
計・水位監視カメラの増設等）

【13】
危機管理型
ハード対策

－

【14】
河川防災ス
テーション

－

水害対応タ
イムライン

水位周知河
川

広域避難

要配慮者利
用施設、避
難計画、避
難訓練

水害ハザー
ドマップ

浸水実績

防災教育、
指導計画

施策
番号

－

ホットライ
ン

取組
番号

対象となる取組

想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成と周知

ICTを活用した洪水情報の提供

対象となる取組
取組
番号

対象となる取組
取組
番号

危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備

決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫(危機管理
型ハード対策)

河川防災ステーションの整備
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緊急行動計画 「水防災意識再構築ビジョン」に基づく三陸圏域の減災に係る取組方針

実施する取組

キーワード 実施する施策

具体的な内容

施策
番号

取組
番号

対象となる取組対象となる取組
取組
番号

対象となる取組
取組
番号

(3)的確な水防活動のための取組

①水防体制強化に関する事項

【15】 重要水防箇所の見直し及び水防資機材の確認

重要水防個所や水防資機材等について、河川管理者と水防活
動に関わる関係者が共同して点検

6-1
・水防団や地域住民への、洪水に対するリスクが高い箇所
の確実な伝達（重要水防箇所合同巡視、点検）

6-5 ・関係機関が有する水防資機材の情報共有

【16】 水防に関する広報の充実(水防団確保に係る取組)

水防団員の確保等参画を促す広報の進め方について検討、実
施

6-2
・水防体制の確保、強化を図る継続的な取組と新たな手法
の導入（水防団等の募集・指定の促進、地域の事業者によ
る水防実施体制の検討・構築等）

【17】 水防訓練の充実

住民参加により、実践的な水防訓練の検討、調整をして実施 5-1 ・避難勧告に着目した住民参加の実践的な訓練の実施 5-4
・自主防災組織や地域住民を対象とした、水害リスクや防
災に関する知識の普及（説明会、出前講座の実施等）

6-4
・関係機関が連携した一体的な実働訓練の実施（水防訓
練、操作訓練、排水訓練）

【18】 水防団間での連携、協力に関する検討

大規模な氾濫に対して、広域的、効率的な水防活動実施に向
け、関係者の協力内容等について検討・調整

6-3

・より的確な人命と財産を守るための情報の積極的な提供
（水防団等及び水防団等同士の連絡体制の再確認、浸水想
定区域内の市町庁舎や災害拠点病院等の情報共有・伝達体
制・伝達方法、排水機場・樋門・水門等の情報共有等）

②市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防推進に関する事項

【19】 市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実

浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院等に関する情報
共有、情報伝達体制・方法について検討

6-3

・より的確な人命と財産を守るための情報の積極的な提供
（水防団等及び水防団等同士の連絡体制の再確認、浸水想
定区域内の市町庁舎や災害拠点病院等の情報共有・伝達体
制・伝達方法、排水機場・樋門・水門等の情報共有等）

【20】 市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実(耐水化、非常用発電の整備)

浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保に
関する情報共有、耐水化・非常用電源等の対策を施設管理者
で実施し、状況を共有

3-4
・浸水域における防災拠点施設や排水施設の耐水性の確
保・非常用電源の整備等

(4)氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

【21】 排水施設、排水資機材の運用方法の改善及び排水施設の整備等

水害リスク情報の共有、現況施設・機材の情報共有 3-3

より的確な水防活動に資するための情報の積極的な提供
（水防団等及び水防団等同士の連絡体制の再確認、浸水想
定区域内の市町庁舎や災害拠点病院等の情報共有・伝達体
制・伝達方法、排水機場・樋門・水門等の情報共有等）

国管理河川における先行事例の周知など技術的な支援を実施 -
・国が保有する機材等の支援依頼の方法等について情報共
有を図る

【22】 浸水被害軽減地区の指定

複数市町に影響がある浸水被害軽減地区の予定や指定にあ
たっての課題を水防管理者間等で共有・連携して指定に取り
組む

－

機能確保

排水施設・
資機材の情
報共有、排
水施設整
備、排水計
画

浸水被害軽
減地区

重要水防箇
所、水防資
機材

水防団確保

水防訓練

水防団連携

情報伝達
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緊急行動計画 「水防災意識再構築ビジョン」に基づく三陸圏域の減災に係る取組方針

実施する取組

キーワード 実施する施策

具体的な内容

施策
番号

取組
番号

対象となる取組対象となる取組
取組
番号

対象となる取組
取組
番号

(5)河川管理施設整備等に関する事項

河川管理施設整備等に関する事項

【23】
洪水氾濫を
未然に防ぐ
対策

1-1 ・堤防整備、河道掘削等 2-1 ・河川の適切な維持管理（河道掘削、立ち木伐採）

【24】
危機管理型
ハード対策

-

【25】ダム再生 -

【26】

フラップ化
等の無動力
化、自動
化・遠隔操
作化

2-1
・ダムの適切な維持管理や効果的な操作、樋門・樋管のフ
ラップ化等の無動力化、水門等の自動化・遠隔操作化

【27】
河川管理の
高度化の検
討

－

(6)減災防災に関する国の支援

減災防災に関する国の支援

【28】
防災安全交
付金

－

【29】代行 －

【30】 適切な土地利用の促進

市町村のまちづくり担当部局等へ水害リスク情報の提供 4-1
・想定最大規模の降雨による水害リスクの公表（洪水浸水
想定区域、浸水継続時間、家屋倒壊等氾濫想定区域）

災害危険区域指定に係る事例集を関係部局と作成して地方公
共団体へ周知

－

不動産関連事業者に対して水害リスク情報等の最新情報を研
修会等で説明

－

【31】 災害時及び災害復旧に対する支援

初動対応から復旧に至る総合マネジメントできる人材育成プ
ログラムを作成し、研修・訓練を整備局等で実施

－

TEC-FORCEによる支援活動を被災地以外の地方公共団体へ情報
提供

－

【32】 災害情報の地方公共団体との共有体制強化

DiMAPSの利用促進に向けて県に対する説明実施、災害情報共
有を強化

－

(その他)緊急行動避難計画に分類しない取組

緊急行動避難計画に分類しない取組

- - - 3-2
住民への情報伝達体制の充実（防災行政無線戸別受信機、
防災ラジオの配布等）

- - - 4-7
近年の局地化・集中化・激甚化する雨の降り方に対応した
防災気象情報の提供

DiMAPS

災害危険区
域

人材育成プ
ログラム、
TEC-FORCE

堤防等河川管理施設の整備(洪水氾濫を未然に防ぐ対策)

決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫(危機管理
型ハード対策)

ダム再生の推進

樋門・樋管などの施設の確実な運用体制の確保

開発したドローンについて平成29年度内に都道府県へ情報提供

水防災意識社会再構築に係る地方公共団体への財政的支援

代行制度による都道府県に対する技術支援
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三陸圏域洪水減災対策協議会 規約 

（名称） 

第１条 この会議は、三陸圏域洪水減災対策協議会(以下「協議会」）と称する。 

（目的） 

第２条 本協議会は、平成 28 年８月台風第 10 号により岩泉町の小本川等において大規模

な浸水被害が発生したことを踏まえ、河川における堤防の決壊や越水等に伴う大規

模な浸水被害に備え、隣接する自治体や県、国等が連携して減災のための目標を共

有し、ハード・ソフト対策を一体的かつ計画的に推進するための協議・情報共有を

行うことを目的とする。 

（協議会の構成） 

第３条 協議会は、別表１の職にある者をもって構成する。 

    ２ 協議会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

    ３ 事務局は、協議会に諮り、第１項による者のほか、必要に応じて別表１の職にあ

る者以外の者（学識経験者等）の参加を協議会に求めることができる。 

（協議会の実施事項） 

第４条 協議会において実施する事項は、以下のとおりとする。 

    ２ 現状の水害リスク情報や取組状況の共有 

    ３ 円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動・排水活動の連携及び地域防災力の維持・

継承を実現するために各機関がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた

｢地域の取組方針｣の作成 

    ４ 「地域の取組方針」にもとづく対策の実施状況のフォローアップ 

    ５ その他、洪水減災対策に関して必要な事項 

（幹事会） 

第５条 協議会の下に幹事会を置く。 

    ２ 幹事会は、別表２の職にある者をもって構成する。 

    ３ 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

    ４ 幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、調査、分析、減災対策等の各種検討、

調整等を行うことを目的とし、結果については協議会へ報告するものとする。 

    ５ 事務局は、幹事会に諮り、第２項による者のほか、必要に応じて別表２の職にあ

る者以外の者（学識経験者等）の参加を幹事会に求めることができる。 

（会議の公開） 

第６条 協議会は原則公開とする。ただし、実施内容によって、協議会に諮り、非公開と

することができる。 

参考資料
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２ 幹事会は原則非公開とし、幹事会の検討結果を協議会へ報告することにより公開

とみなす。 

（協議会資料等の公表） 

第７条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、個

人情報等で公表することが適切でない資料等については、協議会に諮り、非公表に

することができる。 

    ２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した委員の確認を得

た後、公表するものとする。 

（事務局） 

第８条 協議会及び幹事会の庶務を行うため、事務局を置く。 

    ２ 事務局は、岩手県県土整備部河川課が行う。 

（附則） 

 本規約は、平成 29 年５月 24日から施行する。 
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                                         （別表１） 

三陸圏域洪水減災対策協議会 

 （構成員）     宮古市長 

            大船渡市長 

            久慈市長 

            陸前高田市長 

            釜石市長 

            住田町長 

            大槌町長 

            山田町長 

            岩泉町長 

            田野畑村長 

            普代村長 

            野田村長 

            洋野町長 

          気象庁 盛岡地方気象台長 

          岩手県 総務部長 

          岩手県 県土整備部長 

         岩手県 沿岸広域振興局土木部長 

         岩手県 沿岸広域振興局土木部 宮古土木センター所長 

         岩手県 沿岸広域振興局土木部 岩泉土木センター副所長 

         岩手県 沿岸広域振興局土木部 大船渡土木センター所長 

         岩手県 県北広域振興局土木部長 

（アドバイザー）国土交通省東北地方整備局 

 （事務局）      岩手県 県土整備部 河川課  
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                                         （別表２） 

三陸圏域洪水減災対策幹事会 

 （構成員） 宮古市      危機管理監 危機管理課長 

             都市整備部 建設課長 

       大船渡市    都市整備部 建設課長 

       久慈市      総務部 消防防災課長 

       陸前高田市 防災局 防災課長 

       釜石市      危機管理監 防災危機管理課長 

       住田町     総務課長 

       大槌町      総務部 危機管理室長 

       山田町      総務課長 

       岩泉町      総務課長 

       田野畑村    総務課長 

       普代村      総務課長 

       野田村      総務課長 

             地域整備課長 

       洋野町   総務課長 

             水産商工課長 

       気象庁   盛岡地方気象台 防災管理官 

       岩手県   総務部 総合防災室 防災危機管理担当課長 

       岩手県   県土整備部 河川課 河川海岸担当課長 

       岩手県   沿岸広域振興局土木部 河川港湾課長 

       岩手県   沿岸広域振興局土木部 宮古土木センター 河川港湾課長 

       岩手県   沿岸広域振興局土木部 岩泉土木センター 河川港湾課長 

       岩手県   沿岸広域振興局土木部 大船渡土木センター 河川港湾課長 

       岩手県   県北広域振興局土木部 河川港湾課長 

       岩手県   県北広域振興局土木部 滝ダム管理事務所長 

 （事務局） 岩手県 県土整備部 河川課 


